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多様な主体による連携強化・発展型の消費者教育強化事業 応募用紙 

   令和３年  月  日 

１ 応募団体 

応募団体名  

代表者・担当者名 
（代表者役職） （代表者氏名） 

                     

（担当者氏名） 

 

所在地（事務所がない

場合は代表者住所） 

〒 

構成団体名及び 

構成員数 

 

代表連絡先 
電話              FAX 

E-mail 

ホームページの有無 無・有 ＵＲＬ

（                        ） 

 

構成団体の主な 

活動内容・実績等

（各構成団体の主たる

活動について記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 構成団体の中で、国や地方公共団体の助成金交付を受けた実績があれば代表的なものを記載し

てください。 

 

 

２ 事業種類 

 

  

事 業 種 類 
該当するものに○ 

(複数可) 

Ａ 若者向け消費者教育強化活動  

Ｂ 高齢者向け消費者教育・見守り強化活動 
 

Ｃ 持続可能な社会の実現に資する活動 

（食品ロス削減､エシカル消費､消費者志向経営等） 
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３ 事業内容（実施目的、実施内容、実施体制、想定される効果等） 

事業名 

【事業目的】 

 

 

【実施内容】（一定期間継続して実施することを明記すること） 

 

 

 

 

【実施体制】（事業者と連携して実施する内容を明記すること） 

 

 

 

【想定される効果】 

 

 

 

 

４ スケジュール（事業実施から令和４年２月 28日まで） 

時 期 概     要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 事業費見込み 

項 目 金 額 内 訳 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 円  

※この様式に書ききれない場合等は、任意の書類を追加してください。 

※実行委員会の構成団体に係るパンフレット等があれば８部添付してください。 


